
 

 

 

 

 

 

 

 

 

大 都 市 財 政 の 実 態 に 即 応 する 

財 源 の 拡 充 に つ い て の 要 望 

（案） 
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 この資料に掲げた提案項目は、原案を指定都市税

務主管者会議、財政担当課長会議で取りまとめたも

のであり、今後開催される財政担当局長会議で、案

として最終的に決定される予定のものです。 

令 和 ４ 年 ８ 月 １ ７ 日  
大都市税財政制度・災害対策 
調査特別委員会 提出資料１ 
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重点要望事項（税制関係） 

１ 真の分権型社会の実現のための国・地方間の税源配分の是正 

（１）消費税、所得税、法人税等、複数の基幹税からの税源移譲を行い、国・地

方間の「税の配分」をまずは５：５とし、さらに、国と地方の役割分担を抜本

的に見直した上で、その新たな役割分担に応じた「税の配分」となるよう、地

方税の配分割合を高めていくこと。 

（２）地方自治体間の財政力格差の是正は、法人住民税などの地方税収を減ずる

ことなく、国税からの税源移譲等、地方税財源拡充の中で地方交付税なども含

め一体的に行うこと。 

 

２ 大都市特有の財政需要に対応した都市税源の拡充強化 

大都市特有の財政需要に対応するため、都市税源である消費・流通課税及び

法人所得課税の配分割合を拡充すること。 

特に、地方消費税と法人住民税の配分割合を拡充すること。 

 

３ 事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設 

道府県から指定都市に移譲されている事務・権限及び新たに移譲される事務・

権限について所要額が税制上措置されるよう、道府県から指定都市への税源移

譲により大都市特例税制を創設すること。 
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（１）真に住民に必要なサービスを地方自らの責任で主体的かつ効率的に提供す

るためには、国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が担うべき分野

については、必要な経費全額を国が負担するとともに、地方が担うべき分野

については、国の関与・義務付けの廃止・縮減と併せて、国庫補助負担金を

廃止し、所要額を全額税源移譲すべきである。 

（２）税源移譲されるまでの間、地方が必要とする国庫補助負担金の総額を確保

するとともに、事業規模や使途に関する要件の緩和、予算の流用への弾力的

対応、事務手続の簡素化、国庫債務負担行為の柔軟な設定等、地方にとっ

て、より自由度が高く活用しやすい制度となるよう見直しを進めるべきであ

る。なお、三位一体の改革で行ったような単なる国庫補助負担率の引下げ

は、決して行うべきでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[重点要望事項詳細説明＜財政関係＞] [重点要望事項詳細説明＜財政関係＞] [重点要望事項詳細説明＜財政関係＞] [重点要望事項詳細説明＜財政関係＞] 

１ 国庫補助負担金の改革 

（１）国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が担うべき分野については

必要な経費全額を国が負担するとともに、地方が担うべき分野については国

庫補助負担金を廃止し、所要額を全額税源移譲すること。 

（２）税源移譲されるまでの間、地方が必要とする国庫補助負担金の総額を確保

するとともに、地方にとって、自由度が高く活用しやすい制度とすること。 
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（１）都市施設の整備や累次の景気対策に伴い、特に大都市にとっては公債費が多

大な負担となっており、今後老朽化施設の維持管理・修繕・更新などのほか、

昨今の大規模災害を教訓として災害に備えることも急務であるため、更に財政

的な負担が増す見込みである。 

   こうした現状を踏まえ、公共施設等適正管理推進事業債については、災害対

策等において重要な役割を担う庁舎や消防署などの公用施設も対象とするとと

もに、長期的な視点をもって、公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等

の更新・統廃合・長寿命化などを行う必要があることから、時限措置でなく、

恒久的な措置とすべきである。 

また、令和４年度に対象事業として追加された脱炭素化事業は施設の改修の

みが対象とされているが、脱炭素化の推進に向けては、新築や建替えを含めて

施設の環境性能を向上させることが必要であることから、新築や建替えも対象

に含めること。 

（２）将来の公債費負担の軽減を図るため、地方債のうち公的資金について、貸付

金利の設定を全て小数第３位へ引き下げるなど、負担軽減に寄与する借入条件

の改善及び安定的な資金量の確保を図るべきである。 

   また、補償金免除繰上償還については、利率が５％未満の残債についても対

象とするなど、要件の緩和を図り、改めて実施すべきである。 

さらに、地方債の償還期間については、施設の耐用年数に応じて延長を図る

など、弾力的運用を行うべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

[要望事項詳細説明＜財政関係＞] 

２ 地方債制度の充実 

（１）公共施設等適正管理推進事業債については、公用施設も対象とするとと

もに、長期的な視点で計画的に対策が進められるよう、恒久的な措置とす

ること。また、令和４年度から対象となった脱炭素化事業について、新築

や建替えも対象に含めること。 

（２）地方債のうち公的資金について、借入条件を改善し、安定的に確保する

とともに、補償金免除繰上償還については、対象団体の拡大や対象要件の

緩和を図り、改めて実施すること。また、地方債の償還期間については、

施設の耐用年数に応じた弾力的運用を行うこと。 








































